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１ 文中及び図表中の金額・比率は、原則として表示単位未満を四捨五入したも
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令和４年度大野市財政健全化審査意見書

１ 審査の対象

令和４年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率並びにそれらの算定の基礎

となる事項を記載した書類

健全化判断比率等の対象となる会計の範囲は、次のとおりである。

２ 審査の期間

令和５年７月２７日から令和５年８月１４日まで

３ 審査の方法

審査は、健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来

負担比率）及び各公営企業会計の資金不足比率並びにそれらの算定の基礎となる事項を

記載した書類が適正に作成されているかなどに主眼をおき、証拠書類との照合を行うと

ともに、関係職員から説明を聴取するなどの方法により実施した。

区分・会計名等

一 般

会計等
一 般 会 計

公

営

事

業

会

計

一般会計等以外の特

別会計のうち公営企

業に係る特別会計以

外の会計

国民健康保険事業特別会計

和泉診療所事業特別会計

後期高齢者医療特別会計

介護保険事業特別会計

公

営

企

業

会

計

公営企業に係

る会計（地方

公営企業法を

適用する事業

又は地方財政

法 施 行 令 第

46 条の事業）

法

適用

水道事業会計

簡易水道事業会計

下水道事業会計

法非

適用
農業集落排水事業特別会計

一 部 事 務 組 合

土地開発公社及び第三セクター

将

来

負

担

比

率

実

質

公

債

費

比

率

実

質

赤

字

比

率

連

結

実

質

赤

字

比

率

資

金

不

足

比

率
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４ 審査の結果

審査に付された令和４年度決算に基づく健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤

字比率、実質公債費比率、将来負担比率）及び各公営企業会計の資金不足比率並びにそ

れらの算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも法令等に準拠して適正に作成

されているものと認められた。

個別意見及び総合意見は次のとおりである。

（１）個別意見

健全化判断比率等の推移

（単位：％）

① 健全化判断比率について

ア 実質赤字比率

一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模（地方公共団体の標準的な状

態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもので、標準税収入額等

に普通交付税を加算した額）に対する比率である。

福祉、教育、まちづくり等を行う一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営

の悪化の度合いを示す指標ともいえる。

健全化判断比率 ４年度 ３年度 ２年度
早期健全化

基 準

財政再生

基 準

実質赤字比率 － － － １３．２８ ２０．００

連結実質赤字比率 － － － １８．２８ ３０．００

実質公債費比率 ６．９ ８．０ ８．６ ２５．０ ３５．０

将来負担比率 １５．７ ２３．３ ４０．４ ３５０．０

資金不足比率 ４年度 ３年度 ２年度 経営健全化基準

水道事業会計 － － －

２０.０以上が

経営健全化団体

簡易水道事業会計 － － －

下水道事業会計 － － －

農業集落排水事業特別会計 － － －

１ 実質赤字比率、連結実質赤字比率、各会計の資金不足比率は、いずれも赤字又は資金不

足が生じていないため「－」で表記している。

２ 早期健全化基準及び経営健全化基準以上となった場合、財政（経営）健全化計画の策定

と外部監査の要求が義務付けられる。

３ 財政再生基準以上となった場合、財政再生計画の策定と外部監査の要求の義務付けのほ

かに起債が許可制となる。

４ 実質赤字比率及び連結実質赤字比率における早期健全化基準の数値は、本市の標準財政

規模を基に算定されるため、上表では令和４年度の基準を表記している。
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令和４年度の一般会計の実質収支額の算出は、収入総額 197 億 1,833 万 4 千円か

ら歳出総額 189 億 695 万 3 千円を差し引いた歳入歳出差引額 8 億 1,138 万 1 千円か

ら翌年度に繰り越すべき財源 5,513 万 3千円を差し引いたもので、7億 5,624 万 8 千

円の黒字となっており、実質赤字は発生しておらず、財政収支は良好な状態にある

と認められる。

イ 連結実質赤字比率

地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財政規模

に対する比率である。

すべての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体全体としての赤字の程度を指

標化し、財政運営の悪化の度合いを示す指標といえる。

連結実質収支額の算出は、一般会計の実質収支額 7 億 5,624 万 8 千円に、国民健

康保険事業特別会計、和泉診療所事業特別会計、後期高齢者医療特別会計、介護保

険事業特別会計の実質収支額 2 億 1,835 万 3 千円、公営企業会計の法適用会計（水

道事業会計、簡易水道事業会計、下水道事業会計）の資金剰余額 12 億 8,619 万 6 千

円、同法非適用会計（農業集落排水事業特別会計）の資金剰余額 818 万 8 千円を加

えたもので、22 億 6,898 万 5 千円の黒字となっている。

したがって、連結実質赤字は発生しておらず、財政収支は良好な状態にあると認

められる。

－（756,248 千円黒字）

10,345,752 千円
＝ ＝ －7.30％

－（2,268,985 千円黒字）

10,345,752 千円＝ ＝ －21.93％

一般会計等の実質赤字額

標準財政規模
実質赤字比率 ＝

連結実質赤字額

標準財政規模
連結実質赤字比率 ＝
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ウ 実質公債費比率

実質的な公債費が財政に及ぼす負担を表す指標で、一般会計等が負担する元利償

還金及び準元利償還金の標準財政規模を基本とした額に対する比率である。

借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの

程度を示す指標ともいえ、この指標が高くなるほど財政の弾力性が低下し、資金繰

りが悪化することになる。

令和４年度の実質公債費比率（３か年平均）は 6.9％で、本指標の早期健全化基準

は 25.0％であり、公債費の財政負担が過大な状況にはないことが認められる。

元利償還金の減、一部事務組合に対する負担金の減などにより単年度の実質公債

費比率は前年度より 0.3 ポイント減少し、３か年平均では 1.1 ポイント減少した。

（1,379,808 千円＋511,773千円）－（96,120 千円＋1,267,189千円）

10,345,752 千円 － 1,267,189千円

＝5,81889％

単 年 度 5.8％（令和４年度） 6.1％（令和３年度） 8.9％（令和２年度）

３か年平均 6.9％

＝

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－

（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

実質公債費比率

（３か年平均） ＝
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エ 将来負担比率

地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、地方公共団体の

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に対する

比率である。

一般会計の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点で

の残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示す指標といえる。

令和４年度の将来負担比率は 15.7％で、本指標の早期健全化基準は 350.0％であ

り、将来の地方債償還などの負担額が過大な状況にはないことが認められる。

令和４年度は、地方債の現在高の減少及び財政調整基金や地域振興基金の残高の

増加により充当可能財源等が増加したため、前年度より 7.6 ポイントの減となった。

＝ 23,612,725千円－（6,375,252 千円＋1,881,571千円＋13,929,032千円）

10,345,752 千円 － 1,267,189 千円

＝ 15.7％

将来負担額 －（充当可能基金額＋特定財源見込額

＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）
将来負担比率 ＝
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－ （856,152 千円黒字）

90,742 千円

－ （347,808 千円黒字）

50,031 千円

－ （82,236 千円黒字）

153,639 千円

－ （8,188 千円黒字）

121,120千円

② 資金不足比率について

公営企業会計ごとに算定した資金の不足額を、料金収入等の規模で示される事業規

模と比較して指標化したもので、それぞれの企業会計における経営状況の悪化の度合

いを示す指標といえる。

この比率が高くなるほど料金収入で資金不足を解消するのが困難になり、公営企業

として経営に問題があることになる。

※資金の不足額（公営企業ごとに資金収支の累積不足額）

法適用企業：（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした

地方債の現在高－流動資産）－解消可能資金不足額

法非適用企業：（歳出＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地

方債現在高）－（歳入－次年度に繰り越すべき財源）－解消可能資

金不足額

※事業の規模

法適用企業：営業収益の額－受託工事収益の額

法非適用企業：営業収益に相当する収入の額－受託工事収益に相当する収入の額

令和４年度の公営企業会計に係る資金不足比率については、水道事業会計、簡易水

道事業会計、下水道事業会計の法適用企業３会計と農業集落排水事業特別会計の法非

適用企業１会計すべてが資金剰余の状態で資金不足額は生じていないことから、経営

資金の状況が著しく悪化している状況にはないことが認められる。

各公営企業の内容については、水道事業が 8 億 5,615 万 2 千円、簡易水道事業が 3

億 4,780 万 8 千円、下水道事業が 8,223 万 6 千円、農業集落排水事業が 818 万 8 千円

の資金剰余となっている。

資金の不足額

事業の規模
資金不足比率 ＝

＝ －943.5%水道事業会計 ＝

＝ －695.2％簡易水道事業会計 ＝

＝ －53.5％

農業集落排水事業 ＝

特別会計

＝ －6.8％

下水道事業会計 ＝
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（２）総合意見

本市の令和４年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率は、対象となる４つの

指標のすべてで早期健全化基準及び経営健全化基準を下回っており、財政状況が著しく悪

化している状況にはなく、財政の健全段階の範囲内にある。

本市の実質公債費比率は 6.9％（3か年平均）、将来負担比率は 15.7％で、令和３年度決

算に基づく全国類似団体の平均（実質公債費比率 8.3％、将来負担比率 25.1％）及び県内

市町の平均（実質公債費比率 7.8％、将来負担比率 34.8％）と比べ低くなっている。これ

は、一般会計における市債の発行額を抑制してきたことが、その主な要因である。

今後は、道の駅整備等の大型建設事業に係る地方債の元金償還開始、学校再編に伴う市

債の発行、下水道事業の進捗に伴う公営企業会計への繰出金の増加、ごみ焼却施設改良に

伴う地方債の発行による一部事務組合負担金の増などにより、短期的には各指標が悪化す

る可能性がある。

引き続き、市債の発行に当たっては、交付税措置のあるものを有効に活用するとともに、

発行額をできる限り抑制し、中・長期的には市債残高が減少していくよう努められたい。

また、大野市公共施設等総合管理計画における長寿命化や更新費用など、将来に発生し

得る費用に対する充当可能財源の確保に努められたい。

人口減少、少子高齢化がますます進む中、これまで以上に効率的かつ効果的な行財政運

営を図るため、中・長期的な視点に立ちながら、特に人件費及び物件費の抑制に留意しつ

つ、行政改革の推進により更なるコストの削減を図ることで、より一層の財政健全化に努

められたい。
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５　参考資料

（単位：％）

区分
実質公債費
比　　　率

将来負担
比　　率

公 営 企 業
資金不足比率

福 井 市 － (11.25) － (16.25) 10.5 50.6 －

敦 賀 市 － (12.63) － (17.63) 5.3 － －

小 浜 市 － (13.36) － (18.36) 11.7 102.7 －

大 野 市 － (13.22) － (18.22) 8.0 23.3 －

勝 山 市 － (13.93) － (18.93) 8.4 58.0 －

鯖 江 市 － (12.69) － (17.69) 6.0 － －

あ わ ら 市 － (13.49) － (18.49) 6.7 35.8 －

越 前 市 － (12.39) － (17.39) 10.2 118.1 －

坂 井 市 － (12.15) － (17.15) 7.0 44.8 －

市　平　均 8.2 48.1 

永 平 寺 町 － (14.23) － (19.23) 7.9 － －

池 田 町 － (15.00) － (20.00) 6.2 － －

南 越 前 町 － (14.80) － (19.80) 3.4 － －

越 前 町 － (13.73) － (18.73) 8.8 15.4 －

美 浜 町 － (15.00) － (20.00) 8.3 65.6 －

高 浜 町 － (15.00) － (20.00) 8.2 － －

お お い 町 － (15.00) － (20.00) 1.0 － －

若 狭 町 － (14.20) － (19.20) 14.8 77.2 －

町　平　均 7.3 19.8 

7.8 34.8 

政　令　市（平均） 7.1 72.8 

市　　　区（平均） 4.7 0.6 

町　　　村（平均） 7.5 

全市区町村（平均） 5.5 15.4 

12.1 147.3 

① 財 政 再 生 基 準 35.0 

② 早 期 健 全 化 基 準 25.0 350.0 

令和３年度決算に基づく福井県内市町の健全化判断比率・資金不足比率の状況

市　町　名 実質赤字比率
連結実質
赤字比率

－ －

－ －

福井県（市町平均） － －

－ －

－ －

－ －

－ －

福　井　県 － －

20.00 30.00

13.28 18.28 

（総務省　「令和３年度決算に基づく健全化判断比率・資金不足比率の概要（確報）」より）

（
全
国
）

基
準
値

　20.0以上が
　経営健全化
　団体

（　

福　

井　

県　

内　

）

注　１　実質赤字額や連結実質赤字額がない場合は、「－」と表記している。
　　２　（　）内の数値は、各団体の早期健全化基準（標準財政規模に応じ設定）である。
　　３　福井県内の平均値は単純平均で、全国の平均値は加重平均である。
　　４　基準値は、財政健全化法で規定された大野市の財政の健全性に関する基準である。②早期健　　　
　　　　全化基準は、令和４年度の基準である。

－

－


